
厚生労働部会次第

平成 25年 8月 6日 (火 )

11時 30分  党 本部701号 室

【議題】平成26年 度予算概算要求に向けた課題について

一、 開 会 0進行 福岡 資 麿 部 会長

平成26年 度予算概算要求に向けた課題について

(説明 :厚生労働省)

(質疑 ・応答)
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今後のスケジュール (見込み)

8月
´
6日 (火) 厚 生労働部会 (平成26年度欄算要求に向けた課題)

概算要求基準閣議了解

厚生労働部会

欄算要求提出期限8月末
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平成26年 度予算の概算要求に当たつての基本的な方針について

欝鷲(要望黒鍵麒〇◎%)

(予算編成過程において検討)′
′

渕鐵蠍鉤畿

裁量的経費 義務的経費

じて財源捻出

16.4ソL円 28。4ソヒ円 13.2ソヒF] 12.3ソじ円

地方交付税交付金等については、「中期財政計画」との整合性に留意しつつ要求。義務的経費については、参院選挙経費の減など
の特殊要因については加減算。東日本大震災復興特別会計への繰入は、既定の方針に従つて所要額を要求。
税制抜本改革法に基づく消費税率の引上げは附則18条に則つて判断することとなっている。

税収等の動向を
踏まえて措置

8月2日

第17回経済財政諮問会議資料

′(要求とともに要望を行い、`、
予算編成過程において検討)l
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平成25年度厚生労働省予算(一般会計)の全体像

一般会計
(単位 :億円)

区  分

平成 24年 度

予 算  額

(A)

平成 25年 度

予 算  額

(B)

増 △ 減 額

(c)

(B)―  (A)

増 △ 減 率

(C)/ (A)

一 般 会 計 266, 873

(注1)
294, 321

(注2)

27, 448 10。  30/o

(注3)

‥

‥

‥

―

‥

‥

‥

‥
”

社会保障関係費 262, 152

(注1)

289,397
(注2)

27, 245 10. 4%

(lL 3)

:
:

|  そ
の 他 の 経 費

:
:

4,721 4, 924 203 4. 3%

(注1)平 成24年度予算額は当初予算額である。年金差額分 (基礎年金国庫負担割合 1/2と 36。 5%分 との差額 (24, 879億 円))
につぃては、当初は年金交付国債により確保することとしていたが、その後、つなぎ公債 (年金特例公債)に より確保することになり、
平成24年度補正予算において増額されている。

(注2)平 成25年度め基礎年金国庫負担割合については、1/2を 維持し、平成25年度予算に所要額を計上。
(注3)平 成24年度予算額に (注1)の 年金差額分 (24, 879億 円)を 加えて平成25年度予算額と比較すると、平成25年度予算 (一般
会計)は 対前年度比0。 9%増 (社会保障関係費は同0.8%増 )と なる。

(注4)計 数は、それぞれ四捨五入によつているので、端数において合計と合致しないものがある。
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平成25年度厚生労働省予算(特別会計)の全体像

特別会計
(単位 :億円)

(注1)平 成24年度予算額は当初予算額である。

(注2)各 特別会計の額は、それぞれの勘定の歳出額の合計額から他会計・他勘定への繰入分を除いた純計額である。

(注3)計 数は、それぞれ四捨五人によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

平成 24年 度

予  算  額

(A)

平成 25年 度

予 算  額

(B)

増△減額
(C)

((B)―  (A))

増△減率
(C)″ / (A)

労働保険特別会計

年金特別会計

東日本大震災

復興特別会計

39,031

566, 910

1, 276

36, 937

558, 87

△ 2, 094

△ 8, 039

△ 5.4%

△ 1.4%

△ 23.4%
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平成26年度概算要求に向けた主な課題

1 社 会保障費の自然増

2 日 本再興戦略関連

①雇用制度改革‐人材力の強化への対応
・雇用維持型から労働移動支澤型への政策転換
8民間人材ビジネスの活用によるマッチング機能の強化
・多様な働き方の実現
・女性の活躍推進、若者 ・高齢者等の活躍促進

②国民の 「健康寿命」の延伸
・効果的な予防サービスや健康管理の充実
・医療関連産業の活性化
・良質な医療 ・介護へのアクセスによる早期社会復帰

3 東 日本大震災復旧・復興関連 (東日本大震災復興特別会計)

※ 年 末までの予算編成過程において検討すべき主な事項
・社会保障 ・税守体改革関連 (「子ども・子育て」 「医療 ・介護」 「年金」の充実と
重点化 ,効率化及び安定化)
・診療報酬改定
・難病対策の見直し
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